
 
 

 

 

 

 

出雲市浄化槽設置事業経営戦略の改定概要について 

 

１．対象事業：  

   ①特定地域生活排水処理事業（市設置型浄化槽整備事業） 

     公共下水道事業等の集合処理区域以外の区域について、市が個別に浄化槽を設置し、維持管理を行

っているもの（管理基数 1,111 基、令和 4年 3月末時点） 

②個別排水処理事業 

農業集落排水事業区域内において、経済比較の結果、管路を布設し集合的に処理することが、適当

でない家屋を対象に、市が個別に浄化槽を設置し、維持管理を行っているもの(管理基数 137 基、同

上) 

以上の 2事業について、浄化槽設置事業特別会計による管理運営を行っている。 

 

２．計画期間：令和 5年度～令和 14 年度（10年間） 

 

３．将来の事業環境 

⑴処理区域内の人口と使用料収入の見通し 

①処理区域内人口と水洗化人口 

処理区域内人口及び水洗化人口は、人口減少の影響を受け減少すると見込んでいる。 

②有収水量及び使用料収入 

使用料収入は、水洗化人口の減少に伴い有収水量の減少を見込んでいるため、年々減少していくと

予測している。 

※当該事業は、負担の公平性の観点から公共下水道等と同一の使用料水準及び体系としている。 

⑵施設の見通し 

市が行う浄化槽整備は、平成 10 年度から実施し平成 29 年度に完了している。現在は浄化槽の維持管

理を行っており、今後、老朽化に伴う修繕箇所の増加が見込まれることから、施設の長寿命化に向けた

計画的な点検・修繕を行っていく必要がある。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．経営の基本方針 

新規の浄化槽設置は完了しており、引き続き適切な維持管理が必要となる。浄化槽施設の長寿命化を図

り効率的、効果的な事業運営を行っていく。 

全 員 協 議 会 資 料 

令和４年(2022)６月２８日 

上下水道局下水道管理課 

報告 水４ 
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５．投資・財政計画（収支計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【浄化槽施設使用料】下水道事業における使用料の推移と同様に、令和 6年度から増収させるシミュレーション

としている。 

【他 会 計 繰 入 金 】人口減少に伴い、使用料収入の減少が見込まれるため他会計繰入金の増加を見込んでい 

る。 

【維 持 管 理 費】人口減少に伴い、動力費等の維持管理費の減を見込んでいる。 

【元 利 償 還 額】令和 5 年度約 4,100 万円をピークに逓減し、令和 14 年度には約 3,500 万円まで減少する

と見込んでいる。 

【起 債 残 高】令和 4年度は約 5億円あるものの、償還が進むことにより、計画最終年度には約 1.6 億円 

まで減少すると見込んでいる。 

 

６．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

経営戦略の進捗管理については、毎年、予算編成への反映を行うとともに、決算等による実施状況

の評価、検証を行う。また、長期的な観点における当該事業の在り方については、事業実施評価、検証

と合わせ検討を行っていく。 

経営戦略の見直し・改定にあたっては、下水道使用料について令和 4 年度に審議会を設置し検討予定

であることから方向性が決定した後に行い、その結果を議会に報告するとともにホームページに掲載す

る。 
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令和 4 年 6 月

令和 5 年度 令和 14 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

1,320円 世帯区分
1人世帯

158.40円 2人世帯
191.40円 3人世帯
209.00円 4人世帯
231.00円 5人世帯
255.20円 6人世帯
277.20円
303.60円

3,352 円 3,564 円

3,352 円 3,466 円

3,291 円 3,540 円

【従量制】(月額、税込) 　　　　【人数制】(月額、税込)

500㎥超～

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし

条 例 上 の 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和2年度
実 質 的 な 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和2年度

令和元年度

50㎥まで 5,518円
50㎥超～ 100㎥まで 6,696円

令和元年度

平成30年度 平成30年度

*　条例上の使用料とは、一般家庭における20㎥あたりの使用料をいう。
*　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に20㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

・超過料金(1㎥につき) 1,986円
8㎥超～ 16㎥まで 3,163円

16㎥超～ 25㎥まで 4,341円

処 理 場 数
浄化槽設置基数（令和3年度末）
・特定地域生活排水処理事業：1,111基
・個別排水処理事業：137基　　　　　　　　　計：1,248基

広域化・共同化・最適化
実施状況

該当なし

一般家庭用使用料体
系 の
概 要 ・ 考 え 方

・適用年月：平成23年4月　（消費税率改正に伴う料金改定：令和元年10月）
・使用料負担の公平性の観点から、公共下水道の使用料と同一の使用料水準及び体系としている。

・基本料金8㎥まで 使用料（月額）

100㎥超～ 200㎥まで 7,873円
200㎥超～ 500㎥まで 7人以上世帯 9,051円

25㎥超～

処 理 区 数 該当なし

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

・特定地域生活排水処理事業
　平成15年度（18年）
・個別排水処理事業
　平成10年度（23年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

出雲市浄化槽設置事業経営戦略

団 体 名 ： 出雲市

事 業 名 ： 浄化槽設置事業

法非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度

・特定地域生活排水処理事業
　189,650人／㎢
・個別排水処理事業
　5,275人／㎢

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

　有収水量は、人口減少の影響から年々減少すると見込んでいる。
　なお、一人当たりの有収水量は、事業毎に新型コロナウィルス感染症の影響を受ける前の数値（平成30年度と令和元年度の平均）とし、
有収水量は、この値に水洗化人口を乗じ算出している。

使用料収入の見通し

　使用料収入は、有収水量の減少の影響から年々減少すると見込んでいる。

施設の見通し

　特定地域生活排水処理事業においては平成15年度から、個別排水処理事業は平成11年度から事業を実施している。
  近年、修繕を要する施設が増加しており、今後、施設の長寿命化に向けた計画的な点検・修繕を行っていく必要がある。

経営比較分析表・・・別添のとおり

処理区域内人口の予測

①人口の推移及び将来人口予測
　本市の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所の人口推計（平成30年3月推計）（以下、「社人研推計」という。）によると、人口が減少
していくことが予測されている。本計画における将来人口予測は、出雲市まち・ひと・しごと創生第2期総合戦略（以下、「総合戦略」という。）
において、社人研推計に準拠した方法で将来人口を推計したものと、国勢調査の実績を基に推計した。

②処理区域内人口の予測
　処理区域内人口についても、人口が減少していくことが予測される。
　本計画期間初年度は3,958人としているが、計画期間最終年度の令和14年度は3,334人と予測している。

有収水量の予測

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等） 該当なし

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等） 該当なし

事 業 運 営 組 織

※平成31年4月1日に水道事業と組織統合

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

(民間委託実施業務)
　施設維持管理業務、汚泥収集運搬業務、脱水車運転作業業務、汚
泥肥料製造及び販売業務

 イ　指定管理者制度 該当なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当なし

職 員 数 ４7人（下水道事業、浄化槽設置事業）

東部上下水道事務所（管理係、上水道係、下水道係）

西部上下水道事務所（上下水道１係、上下水道２係）

次長

次長

上下水道事業管理者　

下水道管理課（管理係、普及係、施設維持係）

下水道建設課（計画係、工務１係、工務２係、工務３係）

【出雲市上下水道局　組織図】

経営企画課（企画会計係、管財契約係）

営業総務課（総務人事係、料金係）

水道施設課（計画係、改良１係、改良２係、給水係）

浄水管理室（浄水管理係）
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（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

特になし

その他の取組 特になし

広域化・共同化・最適化に関する事項
　令和４年度末までに県が策定する「広域化・共同化計画」に基づき、県及び他市町と
の連携や共同化により維持管理コストの縮減につながるものがあれば取り組んでいく。

投資の平準化に関する事項 特になし

〇使用料
【各事業共通】
　当該事業は、下水道事業との負担の公平性の観点から、同一の使用料水準及び体系としている。
　下水道事業における今後の経営戦略において、令和6年度から使用料収入を増収させるシミュレーションを行っており、当該事業におい
ても同様な考え方に基づいた推計とした。
　令和4年度使用料約5,800万円であり、令和14年度は約5,500万円と見込む。

〇一般会計繰入金
【各事業共通】
　特別会計による運営であることから、収支不足額について繰入を行う。
　・基準内繰入金 ： 総務省の繰入基準に基づく繰入額
　・基準外繰入金 ： 繰入基準以外の資金不足額

投資以外の経費については、下記のとおり推計を行う。
【各事業共通】
・職員給与費や動力費、薬品費、修繕費、委託料などの維持管理費については、令和4年度予算をベースに試算した。
・起債元利償還金等
　元利償還金は、令和5年度約4,100万円をピークに逓減し、計画最終年度の令和14年度は約3,500万円を見込む。
　起債残高は、新規設置を完了し償還を順次終えることから、令和4年度に約5億円、計画最終年度の令和14年度は約1.6億円を見込む。

目 標
　新規設置は完了しており、今後は施設の定期的なメンテナンスにより長寿命化を図っていく。

【各事業共通】
　・更新に関する事項
　　耐用年数（２８年：総務省自治財政局通知）に到来する浄化槽について、定期的なメンテナンスをすることで長寿命化を図る。

目 標
　人口減少に伴う使用料収入の減少が見込まれるため、徴収率を高めるなど収入増に向けた取組を行う。

組織の見通し

　施設の維持管理業務等について、現行の職員体制で行っていく。
　民間委託が可能な業務は、引き続き業務委託を行い効率的な業務を行う。

　適正な施設の維持管理を行う一方、施設の長寿命化を図り効率的、効果的な事業運営を目指す。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明
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②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略の進捗管理については、毎年、予算編成への反映を行うとともに、決算等による実施
状況の評価、検証を行う。また、長期的な観点における当該事業の在り方については、事業実施
評価、検証と合わせ検討を行っていく。
  経営戦略の見直し・改定にあたっては、下水道使用料について令和4年度に審議会を設置し検
討予定であることから方向性が決定した後に行い、その結果を議会に報告するとともにホーム
ページに掲載する。

修繕費に関する事項 緊急対応による修繕の他、施設の長寿命化に向けた計画的な点検・修繕を行う。

委託費に関する事項 特になし

その他の取組 特になし

職員給与費に関する事項 特になし

動力費に関する事項 特になし

薬品費に関する事項 特になし

資産活用による収入増加
の取組について

特になし

その他の取組 特になし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
特になし

使用料の見直しに関する事項
　使用料については、負担の公平性の観点から公共下水道等の使用料と同一水準及
び体系としていることから、下水道事業と同様に、今後使用料の見直しを検討する。
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